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感染制御の地域連携支援と評価のためのツールに関する研究 

 
  藤本修平（東海大学医学部基礎医学系生体防御学 細菌学/感染症学・教授） 

 
      
研究要旨  
診療報酬加算にもとづいた感染対策の地域連携を支援するための全国システムである「感染対策

の地域連携支援システム：（Regional Infection Control Support System: RICSS）」は、平成 29
年度から厚生労働省の委託事業として国立国際医療研究センターで事業化された。本研究では、
RICSS、JANIS(厚生労働省院内感染対策サーベイランス)を有機的に結びつけて感染制御の地域連携
を強力に支援するツールの研究開発を行い、さらに、事業として実装する前段階として web 上で公
開して検証、普及を図る。今年度は、１）これらのシステムやツールのインフラとなり、精度、機
能向上に役立つ耐性菌条件警告案内メッセージの公開、普及、２）地域での耐性菌等の拡散状況を
可視化する複数施設 2DCM-web の開発、公開準備、３）施設内での全菌株の院内拡散を長期間にわ
たって俯瞰できるΣ-alert matrix を RICSS から独立させて公開する準備を行った。 
 
 
 
Ａ. 研究目的 

医療現場における耐性菌対策では、１）菌の
院内拡散制御、２）抗菌薬による選択圧制御が
重要であり、これらを科学的に進めるために、
根拠となる３）サーベイランスが必要である。 

診療報酬加算にもとづく感染対策の地域連
携は、その要件として、感染対策を適切に行う
ための組織、その組織の活動、感染対策手技の
徹底、感染症診療の適正化（診断の適正化と抗
菌薬使用の適正化）および、それらの実施に対
するアウトカムをサーベイランスによって監
視することを求めており、その要件は耐性菌対
策そのものである。 

平成 25 年～平成 27 年、厚生労働科学研究費
補助金（新型インフルエンザ等新興・再興感染
症研究事業/ 新興・再興感染症及び予防接種政
策推進研究事業）研究課題：医療機関における
感染制御に関する研究、分担研究「医療機関に
おける感染対策地域連携を支援するシステム
に関する研究」において、「感染対策の地域連
携支援システム：（Regional Infection Control 
Support System: RICSS）」の研究を行い、平成
28 年度、AMED「研究開発課題名：薬剤耐性菌サ
ーベイランスの強化及びゲノム解析の促進に
伴う迅速検査法開発に関する研究：分担研究開
発課題名「感染対策の地域連携支援システム

（RICSS）」の開発」によって、RICSS のコンピ
ューターシステムとしての開発を行った(1,2)。
RICSS は、平成 29年 4 月から厚生労働省の委託
事業として、国立国際医療研究センター（NCGM）
で事業化されている。昨年度、本研究で提案し
た、RICSS を AMR 関する情報還元の、「one-stop 
& universal」なプラットフォーム化する点に
ついても、NCGM で進められている。 

このような状況から、今年度は、RICSS 本体
の改良では無く、RICSS や JANIS を有効に利用
し、耐性菌感染制御の地域連携を支援するツー
ルの開発、実装をめざした。 

 

Ｂ. 研究方法 

1．耐性菌条件警告案内メッセージの公開、普
及 

耐性菌条件警告案内メッセージは、１）MRSA, 
VRE, MDRP, CRE などの耐性菌を、菌株、薬剤感
受性検査結果、検査材料などの条件によって定
義し、その条件に合った菌が検出された場合に、
検査機器等の画面に表示する警告や案内を記
述した電子メッセージであり、電子ファイルと
して保存して利用する。単に耐性菌の条件を定
義するファイルとして利用することもできる。
2000 年～2002 年最初の提案をしたが、その後
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研究を中断、2012 年より厚労科研により研究、
提案を再開し(3)、研究班での議論、検査機器メ
ーカー、JAHIS（一般社団法人保健医療福祉情
報システム工業会）検査システム委員会臨床検
査システム専門委員会の意見も含めて 2017 年
Ver 4.0 をまとめた(1)。 

昨年度、これにもとづいた、メッセージ作成
ツールを公開したが、このツールには、メッセ
ージの仕様にある、耐性菌の包含関係（カルバ
ペネム耐性緑膿菌は MDRP に含ませるなど）の
定義ができない状態であったので、メッセージ
の仕様に完全対応したメッセージ作成ツール
を開発、公開した。 

耐性菌条件警告案内メッセージを利用する
システムとしては、既に、JANIS 検査部門に実
装されている 2DCM-web があるが、医療機関で
ない検査機器等のメーカーは、JANIS に参加し
ていないために、動作の確認ができない。一方、
2DCM-web 実習システムは、利用に制限がなく、
検査機器メーカー等も動作を確認できる。 

一定の環境が整ったので、平成 30 年 2 月 16
日、ハンセン病研究センターで説明会を行い、
検査機機器等への実装を呼びかけた。 

2．複数施設版 2DCM-web の開発と公開準備 

施設を超えた耐性菌等の拡散を可視化する
ために 2DCM を利用できる可能性について研究
をしてきた(4)。RICSS に実装することを検討し
たが(5)、必ずしも特定のシステムと結合する必
要が無いため、独立した web application とし
て開発を試みた。 

複数施設の JANIS CSV 還元情報を扱うことが
必要になるため、個人情報保護法の改正（平成
29 年）において、生年月日が個人情報とされて
いることに配慮して、JANIS CSV ファイルから
生年月日を取り除く web application も同時に
開発した。 

3．PMAL, PMAL にもとづくΣ-alert matrix の
公開準備 

「 菌 の 確 率 的 異 常 集 積 自 動 検 出 」
（Probability-based Microbial Alert： PMA）
は、ある期間、ある場所での菌の分離をベース
ラインレート、検査の対象者数、当該菌陽性者
数から二項分布を用いて、そのような分離が
sporadic に起こる確率を求め、その確率小さい

場合に sporadic であるという帰無仮説を棄却
し、対立命題である epidemic であるという命
題を採用する方法で菌の異常集積を検出し、菌
の院内拡散を早期に発見する。確率の値によっ
て拡散の危険度を指標化し月ごとに集計した
者がΣ-alert(6)であるが、これをカラースケー
ルを用いてヒートマップ（matrix）化したもの
がΣ-alert matrix である(7)。PMA, Σ-alert, Σ
-alert matrix は、病院内での感染制御システ
ムに実装されている。 

元法の PMA は、病棟などのユニット、全病院
を対象にそれぞれ 7 日間、14 日間、28 日間の
観察幅で検体提出者数、陽性患者数を集計し
sporadic である場合の確率を計算することを
毎日くり返すことで、異なった区間を 3つの観
察幅でもれなくスキャンすることができるの
で異状の発見の精度が高い一方で計算量が多
く、病院内での感染制御システムで、毎日集計
して利用する場合は問題が無いが、一度の処理
する場合は、処理時間が長くなり実用的でない。 

そこで、地域連携などでこれが利用できるよ
うにPMAの処理を精度を保ちながら軽量化する
方法を検討し(3)、実用化した。軽量化バージョ
ンと言うことで PMA light version: PMAL と呼
ぶ。 

 

Ｃ.Ｄ. 研究結果と考察 

1．耐性菌条件警告案内メッセージの公開、普
及 

i. 作成ツールの改修と公開 

耐性菌条件警告案内メッセージの仕様、改修
した耐性菌条件警告案内メッセージ作成ツー
ルを群馬大学大学院医学系研究科附属薬剤耐
性菌実験施設 HP上の「2DCM-web 実習システム」
のページ、 
http://yakutai.dept.med.gunma-u.ac.jp/pro
ject/2dcm/index.html）で公開した。（ツール
は、Microsoft Windows 7以降、Internet Explore 
６以上または Microsoft Edge の仕様が必要。）
（図 1） 

ii. 説明会の開催 

細菌同定感受性自動検査機器、細菌検査情報
システムのメーカーに説明会参加を呼びかけ、
8社より 14 名の担当者が参加した。 
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各社に対する案内時に、仕様、作成ツール等
の案内とともに、運用イメージ（別添 1）を予
め配布した。 

企業側からの要望として、１）将来、誰がメ
ッセージ定義の管理、更新をして行くのか、２）
同じ名前、同じバージョンで内容が異なるメッ
セージの流通をコントロールする方法を作っ
て欲しいと言う点が挙がった。 

耐性菌条件警告案内メッセージは、検査の現
場で耐性菌が検出された時に、即時に警告し、
案内を表示するための電文（ファイル）である。
この定義を標準化し、すべ点検査機器、データ
管理装置で利用できるようにすることは、細菌
検査、耐性菌サーベイランスの精度を向上させ
るだけでなく、耐性菌対策上も有用である。 

一方、メッセージ定義の保守、メッセージ名、
バージョンの登録を行う適当な方法がないと、
混乱を招く可能性があることも明らかになっ
た。 

今後、これらの方法について研究・開発を続
けることが必要だと考えた。 

2．複数施設版 2DCM-web の開発と公開準備 

2DCM-web をもとに、複数施設の分離菌情報を
2DCM 分析できるようにした。データには、JANIS
還元情報の CSV ファイルを使用し、解析を行う
施設に複数施設のCSVファイルを集めて行う仕
組みにした。本体が起動する前に、データが含
まれているフォルダーを指定する。そのフォル
ダー（親フォルダー）の配下の全てのフォルダ
ーがデータを含むフォルダーとして扱われる
（図 2上）。JANIS の CSV ファイルにはファイル
名に施設コードが含まれている。複数施設版 
2DCM-web は、このファイル名に含まれている施
設コードを施設の判別に用いるようにした。施
設コードと 2DCM に表示する施設名の対応表を
登録できるようにする仕組みを実装した（図 2
下）。 

複数施設のデータを表示するため、これまで
の、検体、患者、病棟（または診療科）に加え
て施設をマップ上で表現することが必要とな
ったために、仕切り線の種類を増やすことで対
応をした（図 3 上）。特定の病棟や診療科に絞
り込んで解析をするためのフィルターについ
ても、施設別で病棟、診療科の絞り込みができ
るように改良した（図 3下）。 

同じ系列の医療機関などで患者 ID を共有し
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ている場合、あるいは、将来、患者 ID が標準
化された場合に、同じ暗号化を行った JANIS 提
出 暗号化患者 ID を用いれば、同じ患者を施設
を超えて追跡できるようになることを考え、複
数施設間でも同じ患者 ID（JANIS 提出暗号化患
者 ID）の患者は施設を超えて同じ患者として扱
う方法も選択可能にした（図 3下）。 

複数施設のCSVファイルをメール添付あるい
はファイル預かりサービスなどで集める場合
には、ファイルの暗号化が必要であるが、保管
においても、データ漏洩の危険が残るため、個
人情報は除くことが好ましいと考えた。当該
CSV ファイルでは生年月日が現行法での個人情
報に該当するため、これを除去するプログラム
を作成した（図 4） 

複数施設 2DCM-web、JANIS 月報 CSV ファイル
の生年月日削除ツールは、何れも、Microsoft 
Click-once technology ® に よ っ て web 
application 化されており、web ページ上に起
動ボタンを配置して、それをクリックすること
で、利用者の手元にあるパソコン上で実行され
る。 

平成 30 年度、前述の「2DCM-web 実習システ
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ム」ページに起動ボタンを配置し、他のツール
とともに利用可能にする。 

 

2DCM-web、複数施設 2DCM-web に実装されて
いる、耐性菌条件警告案内メッセージを利用し
た、菌の絞り込み機能は、複雑な条件が与えら
れても、短時間に絞り込みがかかり、地域での
耐性菌分離状況を把握する強力なツールとな
る。2DCM によるマッピング、耐性パターン分類
も同時に提供されるため、地域連携に非常に有
用な方法を提供すると考える。 

平成 30 年度、JANIS 還元情報 CSV ファイルの
感受性試験結果に SIRに加えて MICが含まれる
ようになる予定である。 

2DCM は、MIC が 4倍以上異なる場合に別の株
とするという条件でも、SIR による方法と同様
に感受性パターンの分類ができ、さらに、I の
範囲が 2管以上ある場合や、ブレイクポイント
の外側の MIC も測定されている場合、感受性パ
ターン分類の分解能が向上する。 

MIC が CSV に含まれるようになることで、よ
り、精度の高い耐性菌の条件を表現し、それを
利用した 2DCM-web の利用が可能になる。早期
に、2DCM-web、多施設 2DCM-web の MIC 対応を
進めることが良いと考えた。 

複数施設 2DCM-web は、複数の施設からの分
離株を扱うために、単施設に較べて格段に多く
の菌株を扱う。実用的な表示を可能にしている
のは、耐性菌条件警告案内メッセージを利用し
た、菌株、薬剤感受性、検体の絞り込みである。
そのため、メッセージの定義、メッセージ作成
ツールと一体となって機能を果たす。 

今後、耐性菌条件警告案内メッセージが適性
に維持されることも、複数施設 2DCM-web が適
正に機能して行くために必要であると考えた。 

3．PMAL, PMAL にもとづくΣ-alert matrix の
公開準備 

PMAL, PMAL にもとづくΣ-alert matrix は、
現行の RICSS に実装されている(8)が、新システ
ム移行時の検討項目から漏れていたために一
旦利用できなくなる。 

PMA, PMA にもとづくΣ-alert matrix は、病
院内で用いる感染制御システムの一部に実装
されているが、地域連携で利用することは事実
上できない。 

PMAL, PMAL にもとづくΣ-alert matrix は、
長期間（たとえば 10 年間）の全ての菌の院内
拡散の状況を1枚のチャートにまとめて表現で
きるために、地域連携においてお互いの施設の
中での菌の拡散状況を俯瞰し、また、変化に注
目して菌の院内拡散の原因を検討するのに良
いツールとなる。 

RICSS に参加していた施設から、利用の希望
があるため、複数施設 2DCM-web と同様に解析
を行う施設に JANIS 月報 CSVファイルを集める
ことで解析ができるような仕組みを考え、公開
の準備を行った。 

平成 30 年度、このシステムについても前述
の「2DCM-web 実習システム」ページに起動ボ
タンを配置し、他のツールとともに利用可能に
する。 

E. 結 論 

耐性菌による院内感染対策の地域連携を支
援することを目的に、１）基盤となる耐性菌条
件警告案内メッセージの普及、２）地域での耐
性菌等の拡散を把握するツールとして複数施
設 2DCM-web の開発、個人情報の保護のため CSV
ファイルから生年月日を削除するツールの開
発、３）地域連携でお互いの施設のなかでの菌
の院内拡散とその原因を探索するツールであ
る PMAL と PMAL にもとづくΣ-alert matrix の
継続利用を可能にする公開準備を行った。それ
ぞれ、１）は、耐性菌による感染制御及び基盤
となる細菌検査、サーベイランスの精度向上に
よって、２）は、施設を越えた地域での耐性菌
等の拡散の把握と可視化を可能にすることに
よって、３）は、感染対策連携においてお互い
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の施設の中で発生している菌の院内拡散の把
握とその原因の探索を可能にすることによっ
て、耐性菌による院内感染対策の地域連携を支
援すると考えた。 

 
F. 健康危険情報 
 総括研究報告書にまとめて記載 

 
G. 研究発表 

１. 論文発表 
藤本 修平,  サーベイランス、何が変わ
った？ －感染対策の地域連携支援シス
テム（RICSS）は AMR 対策の情報収集還元
プ ラ ッ ト フ ォ ー ム ？ － , (2017) 
Infection Control, 26: 20-24 
(1224-1228). 
 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況 
   (予定を含む) 

１. 特許取得 
なし 

２. 実用新案登録 
なし 

３. その他 
なし 
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別添(1) 
耐性菌条件警告・案内定義標準化メッセージ運用イメージ 
東海大学医学部基礎医学系生体防御学 藤本 修平 

運用例として、 

1. 耐性菌検出時に水際での警告を提供することにより、再検査を可能にし検査、サーベイランスの精度
を向上させる。 
→例：JANIS の精度向上 

2. 菌株の解析時に特定の耐性菌を抽出して解析し、その拡散状況などを知る。 
→例：2DCM-web での利用 

3. 研究班で収集したい菌の条件（菌種、感受性、材料）と検出時のアクション（保存法、連絡先など）を
標準形式で公開し菌株収集の精度向上と効率化を図る。 

4. 緊急に注意喚起が必要な菌のスクリーニング条件と検出時のアクションについて標準形式で公開し、
漏れの無い注意喚起を促す。 

5. その他： 標準化メッセージをベンダー様自体の警告システムの定義ファイルとしてご利用頂くことを
含むその他の利用。 

を考えています（2 枚目、3 枚面にイメージの図があります）。 

1 の運用例では、JANIS の事務局が現在文書で提供している耐性菌の定義をファイルとして提供することを
考えている。医療機関はこれをダウンロードし、それぞれの検査機器、あるいは、データ管理装置等に読み
込ませて利用します。 

2 はすでに、JANIS の 2DCM-web に実装されて利用されています。菌株を限定できるので、より長期間の
解析、さらに、新たな仕組みを作ることによって、現行の 2DCM のアルゴリズムのままで、医療機関を超えた
（複数医療機関をまたいだ）菌の地域拡散を 2DCM で解析できる可能性があります。それぞれの医療機関
が独自に定義を作成する場合、地域連携、研究班などで定義を共有する場合が考えられます。さらに、厚
生労働省などが、定義を配布し、過去において該当する菌の分離がないか 2DCM-web 等を用いて調べるこ
とも可能になります。 

3 の場合、研究班が、収集したい菌の条件とその菌が出た場合の扱いについてのメッセージ（文字列）を含
む定義をファイルで提供し、それぞれの医療機関でダウンロードし、検査機器、あるいは、データ管理装置
等に読み込ませて利用します。 

4 の場合、たとえば厚生労働省が注意喚起の必要な菌に対する条件ファイルをダウンロード可能にして利
用をうながすような利用が考えられます。
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運用イメージ２概要（図） 

 

運用イメージ１の概要 

ダウンロードボタンはイメージであ
って、現在、実現しているわけで
はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運用イメージ２の概要 

現 在 既 に JANIS 検 査 部 門 、
2DCM-web に「定義ファイル」の読
み込みによる絞り込み表示が実装
されている。左図の例（CRE）のよ
うに複数菌種の解析も可能になっ
ている。
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運用イメージ３, ４のファイルダウンロ
ード画面の概要 

 

 

 

 

運用イメージ３, 4 

各医療機関等での標準ファイルの
ダウンロード、当該菌検出時の検査
システム等での動作イメージ。（実
際のメッセージには、保存方法、連
絡先、連絡方法等の詳細について
記述することが可能。） 

 

 

 

 
 
 
 
 

以上 

平成 29 年 12 月 12 日(火) 

 



 

 
 

 


